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環境経営の
グローバル化

環境
経営
指標
の向
上

企業の環境経営とグローバル展開

1970 1980 1990 2000 2010年代

公害防止・ｴﾝﾄﾞｵﾌﾞﾊﾟｲﾌﾟ・環境人材の育成

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ･第3者認証
国際整合性の確保

自己宣言型の
環境経営

企業
競争
力の
強化

環境
適合
製品
の強
化

指
標
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３Rへの取組の重要性

○資源価格の高騰や資源制約の深刻化の中、ﾘｻｲｸﾙ材の有効活用や原材料
の投入量の抑制など、３Rの取組が市場原理の中で成立しつつある.

○今後、個人や企業が持続的に活動するには、可能な限り市場原理の中で
３Rの取組が進められ、その結果として生産性向上が達成されることが必要．

○“製品は企業の顔“であり、３Rの取組の中で環境適合製品を強化すること
が企業の環境ブランド力の向上につながる．

○日本の３Rの取組は世界最先端．様々なチャネル、場を通じて積極的に
世界に発信することがグローバルな展開に不可欠．
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サプライチエーンでDfE情報の授受・共有

３Rの推進 －製品の環境対策－

製品の環境対策には、サプライチエーンを通じて環境適合設計（DfE）情報を授受・共有し、
ライフサイクルで製品の環境影響を可能な限り低減させることが重要。

・資源有効利用促進法
・家電リサイクル法
・自動車リサイクル法

・資源投入の抑制、資源生産性の向上
・ライフサイクル環境負荷の低減
・企業の環境ブランド力向上

法令情報
・企業経営に製品環境対策を組込み

リサイクル配慮ﾘﾃﾞﾕｰｽ

原材料
混合品
加工品

部品 製品
消費
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ

回収
リユース
ﾘｻｲｸﾙ
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３Rの推進 －ライフサイクルシンキング－

これまでの3R対策は製品の廃棄までを考慮．
これからの新たな3R対策は「ゆりかごからゆりかご」までを考慮し、
ライフサイクル全体で天然資源投入量や環境負荷を最小化する視点が重要．

自主自主改善改善 マーケティングマーケティング

経済社会経済社会
システムへの反映システムへの反映 消費活動消費活動

･環境適合
製品の開発
(DfE)

･自己主張PR
･他社比較PR

･企業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ向上
･環境ラベル

･環境教育
･ﾗｲﾌｽﾗｲﾙ見直し

･グリーン調達

・環境負荷の最小化
･情報公開

･資源投入の最小化
･プロセス改善

･環境管理
システム

ライフサイクル
シンキング

ライフサイクル
シンキング
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使用済み家電製品から回収した廃プラスチックを
家電製品の部材として再利用する「自己循環型マテ
リアルリサイクル」を実施。

関西リサイクルシステムズ㈱と共同して、使用済

み製品の廃プラスチックを手解体できめ細やかに分
別・回収するとともに、再生プラスチックの物性や寿
命などを再利用する部材の要求特性に適合させる
技術を開発。

●●シャープシャープ㈱㈱での取組事例での取組事例

6005204202708040合計

1609035---冷蔵雇用部材
冷蔵庫野菜ケー
ス

20306030--冷蔵雇用部材

エアコン用部材

TVパックキャビ
ネット

14011025---冷蔵雇用部材洗濯機バランサ

20304050--冷蔵庫用部材洗濯機脱水槽

2602602601908040洗濯機水槽

冷蔵雇用部材
洗濯機水槽

06年
度
計画

05年
度

04年
度

03年
度

02年
度

01年
度

リサイクル材使用量（トン／年）

再利用部材回収部材

３Rの先進事例 －家電品の取組－

再生プラスチックの自己循環の事例再生プラスチックの自己循環の事例
製品メーカー、リサイクラー、素材メーカーの連携により、家電から回収された再生プラスチック
を再び家電に利用する世界的にも最先端の取組が進展。

8
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●●キヤノンによるマテリアルフローコスト会計（ＭＦＣＡ）キヤノンによるマテリアルフローコスト会計（ＭＦＣＡ）
を活用した資源投入量削減の取組事例を活用した資源投入量削減の取組事例

キヤノングループでは子会社である部品メーカー
に投入資源の削減に効果のあるＭＦＣＡ※を平成
１３年より導入開始。これにより、部品製造・調達コ
ストを低減させ、環境負荷の低減とコストダウンを
同時に追求。

●●リコーにおけるサプライチェーン全体でのリコーにおけるサプライチェーン全体での
環境負荷減少対策環境負荷減少対策

株式会社リコーは、ＬＣＡを活用した先進的な環境
配慮設計の取組として、サプライチェーン全体でのＣ
Ｏ2発生量・廃棄物発生量等を抑制するため、部品
の製造工程におけるCO2発生量・廃棄物発生量等
の環境負荷を統合的に把握し、その結果を製品設計
に反映している。

活動範囲

加工メーカー（仕入先）加工メーカー（仕入先）資源採掘資源採掘

仕入先から
リコーまでの
物流で発生
する環境負荷

資源を原材料レベルまで精錬、組成、
反応させる為に発生する環境負荷

《原材料調達》 《《部品生産部品生産》》 《出荷》

流通･販売流通･販売 使用･保守使用･保守 回収･ﾘｻｲｸﾙ回収･ﾘｻｲｸﾙ製品製造製品製造部品製造部品製造部品製造素材製造素材製造

原材料
メーカー

原材料
メーカー

原材料
メーカー

原材料
メーカー

原材料
メーカー

原材料
メーカー

※環境負荷とは、廃棄物量やエネルギー量等。

部品製造工程に
おける環境負荷

・ローラー芯金（軸）の「切削クズ」
・ゴムローラー成形の「バリ」
・プレス鋼板の「抜きカス」 等

※マテリアルフローコスト会計
廃棄物の発生量をコストの形で「見える化」する環境管理
会計手法。

（一眼レフカメラ用レンズの切削クズを８０％削減:下図参照）

○一眼レフカメラ用レンズにおける、二アーシェイプ手法に
よる切削クズの削減

３Rの先進事例 －事務機器の取組－
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環境配慮設計に関する先進的な事例として、トヨタ株式会社は、サプライチェーン全体でのCO2
発生量・廃棄物発生量等を抑制するため、部品の製造工程におけるCO2や廃棄物の発生量等の
環境負荷を把握し、これを反映する設計方法（Eco-VAS）を導入している。

●Eco-VASの実施フロー
チーフエンジニアが、企画段階で担当車両の「環境負荷
低減目標値」を設定し、開発着手以降、生産開始に至る
全開発プロセスを通じて、随時目標達成状況をフォロー。

車両企画 設計・施策 生産開始

目標値設定
目標達成状況チェック、
評価結果フィードバック

目標達成
状況確認

●Eco-VASにおけるLCA評価システム●Eco-VASの対象範囲

トヨタ工場別
環境データベース

部品別材料構成
データベース

ＬＣＡ計算・評価

ＬＣＡシステム

部品製造データ部品製造データ
（仕入先）（仕入先）

材料・エネルギ
ー・製造データ
（社外）

開発技術・部品の評価

設計各部

車両評価

商品開発本部
（チーフエンジニア）

仕入先 ＬＣＡデータベース

ＬＣＡデータ処理

３Rの先進事例 －自動車の取組－

１０
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製品環境規制のグローバリゼーション

○欧州：REACH規制、WEEE指令、RoHS指令、EU指令省ｴﾈﾗﾍﾞﾘﾝｸ、 EuP指令
○米国：Proposition65、連邦CRTｶﾞﾗｽﾘｻｲｸﾙ促進法
○韓国：有害物質使用禁止規則、資源節約・再利用促進法
○中国：電子情報製品汚染制御管理便法、 廃旧家用電器回収処理管理条例、

エネルギ－効率ラベル管理便法

○製品環境規制＝“サプライチエーンの環境規制”のグローバリゼーション
－素材、部品のグローバル調達
－製造拠点のグローバル化（設計開発は日本、生産は海外拠点）
－製品流通のグローバル化、アジア地域を中心とした拡がり

○法制内容が各国で異なることから、産業界は環境適合製品をグローバルに流通
させるインフラ整備、共通ルールを国際標準に求めている

→ 規制と規格のバランスによりｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾌﾟﾗｲﾁｴｰﾝに対応していくことが重要
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DfE国際標準規格の取組

欧州委員会
EuP指令実施措置

CELENEC
（欧州標準機関）
・実施措置適合の
整合規格を指定

DfEの要求事項

IEC TC-111 （電気電子業界の環境分野）
2004年10月承認 議長国: 日本

・製品含有化学物質の開示WG
・環境配慮設計WG コンビナー： 日本
・特定化学物質測定方法WG

IEC TC-111 国内委員会
・国際標準化活動の推進
・欧州法制との整合規格としての展開

電気電子製品の環境配慮設計の国際標準化活動が活発化し、日本が主導的立場を
発揮中（資源利用効率の点では日本の手法の方が効果的）
→ IEC国際標準化規格を欧州の法制整合規格へ
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DfEに関係する欧州の動き

EuP指令（ｴﾈﾙｷﾞｰ使用機器のｴｺﾃﾞｻﾞｲﾝ枠組み指令）：
２００５年７月EU官報告示

－電気電子製品等へのﾗｲﾌｻｲｸﾙ全般を通じての
環境配慮設計を義務付け

－実施措置で環境配慮設計要求事項の詳細を規定
→整合規格にもとづく適合性評価とCE＊ Marking

－製造時業者／輸入者は対象製品の製品環境プロファイル
を開示する

IPP(Integrated Product Policy）
2003年6月欧州委員会のｺﾐｭﾆｹ（通達）
－環境適合製品の開発・普及促進に関する統合的政策枠組みを規定
－ﾗｲﾌｻｲｸﾙ全般を通じて、製品環境影響を特定（ﾗｲﾌｻｲｸﾙｼﾝｷﾝｸﾞ）

＊フランス語Communauté Européenneの略
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環境ラベルによる環境価値の共有化例

環境適合製品の市場拡大の必要性

○環境適合製品の拡大には、新しい環境価値による需要喚起が重要
○消費者に適切で分かりやすい情報を提供し、意識向上と環境価値の共有化を図る
○天然資源投入量をｻﾌﾟﾗｲﾁｴｰﾝ、社会全体で最小化するためにも消費者の役割が重要
○環境負荷削減をﾗｲﾌサイクルｼﾝｷﾝｸﾞで評価する素地は日本が世界を主導している
○先進企業の取り組みを評価し、業界全体に広げて底上げを図るべき

タイプⅠ タイプⅡ タイプⅢ

基準合否の証明
（ISO14024）

製品環境情報の
定量的表示（ISO14025)

企業の環境自己主張
（ISO14021）

どの製品が良いか？
ライフサイクルｼﾝｷﾝｸﾞの
環境負荷はどの位か？製品のどこが良いか？

環境効率指標による環境価値の評価について

ｻﾌﾟﾗｲﾁｴｰﾝを通じた環境情報の共有、取組度合の評価指標開発、企業の取組
尺度を測定する標準規格体系の整備などが課題


